





柳 本 祐 加 子
―二度と同じことが起きてほしくないと思って、訴えることを決意しました。 
ある VAW 被害者の言葉
相 当 の 注 意 賠　　　償
Ⅰ　はじめに
　女性に対する暴力（以下 VAW とする）被害者に対する reparation はどうあるべきか。
　このテーマは、国連 VAW 特別報告者・報告によって2006年に改めて提起されて以来、人権理事
会のパネルや、その後の国連 VAW 特別報告者・報告において継続的に議論されている。この議論




が提起する reparation の概念は、このようなわたしたちの想定とはかなり異なる。私人による VAW
被害であれ、それについては国も the due diligence を果たさなかったことを理由に、金銭賠償以外
のものも含む様々な内容からなる責任を果たすべきだとする。実際、このような考え方に依拠した
判断が、米州人権裁判所や欧州人権裁判所等で下されている。このような適用事例が、国連 VAW
特別報告者・報告等における the due diligence の議論に刺激を与え、理論をさらに発展させるなど、
相互に影響を与え合っている。VAW と the due diligence をめぐる考察は、非常に興味深い展開を
随所で見せている。
　本稿は、考察の対象を最近の国連 VAW 特別報告者・報告で論ぜられている the due diligence に
関する議論に絞り、まずそのアウトラインを、次に、それが与えているインパクトを概観し、最後
にわたしたちがそこから何を学び、何をなすべきかを考察しようとするものである。
Ⅱ　VAW、the due diligence、そしてそれに基づく reparation について
1 ．the due diligence はどのような文脈において語られてきた概念か
　the due diligence（以下ひとまずよく用いられる翻訳語である「相当の注意」とする）は国際法




































































　前国連 VAW 特別報告者はこうした問題意識に立ち、まず「相当の注意」義務を、VAW の防
止、被害者保護、加害者処罰、reparation の原則の 4 分野に分類する。そして「相当の注意」の基
準を、特に VAW の防止と被害者への reparation を堅固にするために、拡大することを提案する。
また「相当の注意義務」を負う主体を、国家のみならず非国家主体も含まれるとする。以下、前国
連 VAW 特別報告者の分類に従い、現国連 VAW 特別報告者がさらに整理したものを見てみよう。






































































































































　第三に、2010年に提出された現国連 VAW 特別報告者・報告は、VAW 被害女性に対する












　第五に、2011年の現国連 VAW 特別報告者・報告は、VAW に関連する諸問題に対応するための
全体的な枠組み（holistic framework）やアプローチの必要性を提案するものである。この報告書
は、VAW を生み出す様々な差別の形態、その原因や結果を分析し、様々な分野横断的な差別の形








　第六に、2012年第20会期人権理事会で開催された Annual Full-Day Discussion on Women’s 
Human Rights, Panel 1 で引き続き、VAW 被害女性に対する賠償と reparation が検討された。2010
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例や挑戦等が議論された。
　第七に、今年（2013年）の国連 VAW 特別報告者は、「相当の注意」義務に基づく reparation
の検討も含む「VAW 根絶のための国家の責任」というテーマの報告を準備している。









の注意」、そしてそこから導かれる reparation の理解、また実際に米州人権裁判所が示す reparation
の具体的事例に対する適用は、わたしたちの「賠償」や「原状回復」に関する通常の理解と大いに
異なる。VAW の根絶という目的が果たされるような効果を reparation も果たすべきで、そのため
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害者に対する reparation をめぐる国連 VAW 特別報告者・報告等における議論の動向から学び、す
べきこととして明らかとなったことである。
Ⅲ　むすび
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